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全యとしてḟのⅬが指できる。 
¾ 17 ே中 16 ேがẸ間業でᢏ⾡㛤発の⤒験を᭷している。1 ྡは大学研究者。 
¾ 全ဨがプロジ࢙クト・セッティング㸦ࢽーࢩ、ࢬーࢬの࣐ッチングから㛤発目ᶆのタ定、⏘学連

ᦠయไと㛤発チー࣒సり、㐍䬖࣐ネジ࣓ントと計画の見┤しなど）すなࡕࢃ㛤発プロジ࢙クトを

సり上ࡆと㛤発目ᶆの㐩ᡂの全プロセスに重Ⅼを⨨いて活動していたことが❚える。事業化に対

しても重要な役を果たしたが多い。また、本ேがこれらのᡂ果にᙉい誇りを持っていること

が感じられる。 
¾ ⏘学連ᦠで知的㈈⏘に関するၥ題はそれど多くないが、㛤発チー࣒つくりでキーとなるケース

がある。 
¾ ྛコーディネータとしてとくに意識していたことは、研究㛤発の事業化、ᆅඖのこだࢃりとᆅ

域社会の㈉献、ே的なつながりసりに集⣙される。コーディネータ自㌟の持つே⬦も重要。 
¾ とくにᢏ⾡㛤発ᡂ果の事業化の⤒験とコࢽ࣑ࣗケーࣙࢩン能ຊ、行動ຊがコーディネータのᡂຌ

要件と考えられる。 
¾ 本ேのキャリア、⬡㉁だけではなく、コーディネータのᆅについて、ไᗘ的なᨭは可Ḟの

ようである。 
 
㸲㸬ᚋの展㛤 
 ⏘学連ᦠを始め、」ᩘの異なる⤌⧊が一つの目的のୗにඹ同で研究㛤発を行う場合、中❧的、ᐈ観的

でఱらかのᶒጾけがなされたコーディネータのᏑᅾは、とくにᡃがᅜのࢼࣙࢩࢼル・イノ࣋ーࣙࢩ

ン・ࢩステ࣒の重要なキーࣇクターとなると考えられる。 
これまでの、ࢽーࢬとࢩーࢬを結ࡧける、あるいは大学と業を結ࡧける௰者として、コーデ

ィネータをタけるไᗘはいくつかᏑᅾした。しかし、コーディネータの᭷ຠ性とコーディネータの役、

それに㐺したேᮦの⫱ᡂ、さらにコーディネータの活動をᨭえる社会的インࣇラのあり方などについて

の調査研究はᚲずしも十分ではない。 
ᚋ、コーディネータについての⥲合的な調査分析を㐍め、ᚋのイノ࣋ーࣙࢩンᨻ策の参考になる

知見をᥦ出したい。 
 
参考文献 
ࠝJST12ࠞ科学ᢏ⾡⯆機構「⏘学ᐁ連ᦠイノ࣋ーࣙࢩンに向けたᣮᡓ͐JST イノ࣋ーࣙࢩンプラザ・

テライトのྲྀ⤌事集」ᖹᡂࢧ 24 年 
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ㅮ₇題┠ 

産学連ᦠによる新〇ရ開発の成ຌ要因とࢥーデࢿータのᙺ 

 

ㅮ₇者ྡ 

 ࠊ野ᬛ୍（長ᒸ大学）∾ࠊ୰村大㍜ࠊᗈ田⚽ᶞࠊᰘ田㧗（ᮾி経済大）ࠊ原 㝧୍㑻（ᮾி研） ۑ

㭯ᓠ㯞⪨子（科学技術⯆機構） 

 

㸯㸬本調査研究の┠的 

長ᒸ大学ࠊᮾி経済大学のඹྠ研究チームは平成 23 年ᗘࠊ科学技術⯆機構のጤクをཷけてྠࠊ機

構が実施してきた「ᆅ域イノベーションฟ総合ᨭ事業」の୰の「⫱成研究」の成果にࡘいて調査研

究を行った。 
すなわࠊࡕ「⫱成研究」のプログラムで事業化に成ຌした」数の事のࢣーススタデを行いࡑࠊの

結果を総合的に分析することによってࠊ事業化を┠的とした産学連ᦠによる技術開発を成ຌさࡏる要因

を明らかにする。とくにࠊ大学の果たすべきᙺと大学と業を結びࡘけるࢥーデࢿータの果たすべ

きᙺを明らかにすることを┠的とした。 
科学技術⯆機構の「ᆅ域イノベーションฟ総合ᨭ事業」は事業分けによってᗫṆがỴ定されࠊ

平成 23 年ᗘ末にすべての事業は᮰しࠊ国 16 ⟠所に展開していたイノベーションプラࢨ・サテライ

トもすべて㛢㙐された。本事業は状況に対応するために」数のプログラムを用ពしていてࠊಶ別にᰂ㌾

な対応がྍ⬟であったことࠊᆅ域レベルで産学連ᦠをಁ㐍するࢥーデࢿータを㓄置していたことなどࠊ

わが国のᚑ᮶のイノベーション政策にはない新しい≉ᚩをᣢっていた。この点でࠊ本事業は日本におけ

るࢼショࢼル・イノベーション・システムに関するኊ大な♫会実験と見なすことができる。本事業の実

⦼成果をヲ⣽に᳨ドすることによってࠊわが国のイノベーション政策のあり方にࡘいて᭷ຠな▱見がᚓ

られると考えられる。本調査研究はこようなᛮいで行ったものである。 

本研究は 24 年ᗘから科学研究費⿵ຓ㔠の付をཷけてࠊさらに 3 年㛫実施することとなった。 
 

㸰㸬「ᆅ域イノベーションฟ総合ᨭ事業」の≉ᚩとព⩏ 

 JST「ᆅ域イノベーションฟ総合ᨭ事業」（平成 22 年ᗘより研究成果最㐺展開ᨭ事業に構⠏）

はࠊ平成 13 年ᗘに開ጞした「⫱成研究」を୰心に「シーࢬ発᥀ヨ験」「ᆅ域ࢽーࢬ༶応型」「研究開発

資※活用型」「ᆅ域結㞟型」➼の研究開発プログラムで構成されていた。 
本事業は体としてイノベーション・プロࢭスの୰でࠊ第 1 世代の事業化までのステージࠊすなわࡕ

「ビジョンの提示」э「技術開発（技術的ྍ⬟性の確認ࠊ要⣲技術の開発）」э「事業ࢥンࢭプトの確

立」э「技術開発（要⣲技術の㑅ᢥࠊ最㐺࢚ンジࢽアࣜング）」э「第 1 世代開発ターࢤットのタ定」

эࠊで必要なᨭを総合的に展開する事業と見なࡏる。「⫱成研究」は本事業の研究開発プログラムの

୰心的存在でࠊ開発┠ᶆは開発成果のၟရ化であった。 
 本事業を国的に展開するためにࠊJST は国 16 か所にイノベーション・プラࢨ（あるいはサテラ

イト）をタ置。ྛプラࢨ・サテライトは大学と業のᶫΏしをする科学技術ࢥーデータを㸯㹼㸳人を

置いてࡑࠊれࡒれのᆅ域においてḟのような活動を展開した。科学技術ࢥーデࢿータはいずれも業

➼での技術開発ࠊ新〇ရ開発の経験を✚ࢇだベテランでありࡑࠊのୖにከくのࢥーデࢿータとしての

研ಟもཷけている。 
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       ᅗ表㸯 ᆅ域イノベーションฟ総合ᨭ事業のᇶ本ス࢟ーム        

 
 
この事業の୰心的プログラム「⫱成研究」の成果にࡘいて行ったඛ行研究ࠝ原 10ࠞにおいてࠊ平成

21 年ᗘまでに⤊した 124 ㄢ題のෆࠊ事業化したものが 27 ㄢ題ࠊ事業化┠๓にあるものが 8 ㄢ題ࠊ合

計 35 ㄢ題が開発の┠的ၟࠊရ化を㐩していてࠊ成ຌ確⋡は 28%に㐩する。またၟࠊရ化した 27 ㄢ題

の事業の平均ୖは⣙ 42 ൨ࠊ新たにฟされた付加౯್を 23 ൨とすると7ࠊ 年༙にரって投入さ

れた 126.3 ൨は 6 年㛫でᅇできることになりࠊこの段階でࠊ研究開発投資は༑分に࣌イしていると

分析している。 
この事業は必ずしも୰ᑠ・୰ሀ業を対㇟にసられたものではないがࠊ技術移㌿と技術開発を⤫合し

て事業化Ỵ定の๓段階の技術開発と事業化のྍ⬟性᳨ドをᨭする本事業はࠊとくに技術開発ຊの弱い

ベンチࣕー業ࠊ୰ᑠ業に㐺したものであったと考えられる。事実ࠊ⫱成研究の成果をၟရ化した 34
♫のෆ1ࠊ 部2ࠊ 部ୖሙ業は 5 ♫に過ࡂずࠊ資本㔠 1 ൨ᮍ‶の୰ᑠ業が 21 ♫を༨めていた。 
 以ୖのようにࠊ本事業は事業化を┠的とした産学連ᦠによる技術開発の総合的なᨭシステムとしてࠊ

競争的資㔠と⤌⧊的なࢥーデࢿータ活動の⤌み合わࡏたᚑ᮶にはない≉ᚩを᭷していたと考えられ

る。 
୰ᑠ業ࠊベンチࣕー-業のイノベーションを㐍めるためにはࠊイノベーションの♫会的プラットフ

ータの果たすࢿーデࢥࠊ大学➼の研究機関ࠊームの୰で࢛ームがྍḞである。♫会的プラットフ࢛

ᙺは㔜要と考えられてきたがࠊ我が国ではࠊこれらにࡘいての実ド的な研究は少ない。本研究は♫会

的イノベーション・プラットフ࢛ームを構⠏するୖでࠊ㔜どすべき要⣲とࡑの要௳を明らかにしࠊ我が

国のイノベーション政策のཧ考に౪することを≺った。 
 
 
３㸬調査研究の方ἲ 
 科学技術⯆機構と┦ㄯのୖࠊ「⫱成研究」⤊ㄢ題の開発┠ᶆを㐩成したもの୰から調査対㇟事

を㑅定しࠊணめస成していた調査⚊にᇶ࡙いてࠊ産ഃ（事業化した業）に研究者がインタビࣗー調査

を行った。 
 調査した事はୗグのとおり。 

 
 
 
 

ᴗ

ᢏ⾡䛸ᕷሙの䝬䝑䝏䞁䜾ᢏ⾡䛸ᕷሙの䝬䝑䝏䞁䜾

開発ィ⏬のඹྠ⏦ㄳ開発ィ⏬のඹྠ⏦ㄳ

ᑂᰝ䋻ᨭㄢ㢟㑅ᐃ

䝡䝆䝵䞁ᙧᡂ ᴗ䝁䞁䝉䝥䝖
➨�ୡ௦䝍䞊䝀䝑䝖

◊✲開発㈝◊✲開発㈝

䝥䝻䝆䜵䜽䝖❧䛱ୖ䛢

開発タᥦ౪開発タᥦ౪

開発䝬䝛䝆䝯䞁䝖開発䝬䝛䝆䝯䞁䝖

ホ౯

䝡䝆䝵䞁ㄏฟ

ᴗ‽ഛ

ᴗ

ᢏ⾡開発

㈨㔠ⓗᨭ

䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝅䝵䞁

䠦䠯䠰の䝃䞊䝡䝇䠦䠯䠰の䝃䞊䝡䝇

ձ 大学➼のシーࢬと業のࢽー

のマッチングのാきけにࢬ

よってࠊከ数の開発計⏬の⏦ㄳ

をಁす。 
ղ ⏦ㄳされたከ数の計⏬の୰か

ら実行する計⏬をཝ㑅する際

のᨭをする。 
ճ 採ᢥした計⏬に対してࠊマࢿジ

࣓ントをᨭする。 
մ 開発成果をḟのステージ発

展さࡏる（たとえば事業化）た

めのᨭを行う。 
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    ᅗ表㸰  調査した事 

 ㄢ題ྡ 
（アンダーラインはㄢ題の␎⛠） 学ഃ（ᙜ） 産ഃ 

（事業化した業） 
ᢸᙜプラࠊࢨ

サテライト 

ձ ㆤண㜵ࣜࣁビࣜ体᧯インストラク

ター⿵ຓロ࣎ットの開発 産業技術総合研究所 ベンチࣕー業 サテライト

䭉ᇛ 

ղ 
近㉥እ⺯ගをᤕᤊする術୰ࢼビࢤー

ションカラーイ࣓ージングシステム

の開発 
㧗▱大学་学部 ་⒪機ჾ࣓ーカ サテライト

㧗▱ 

ճ 自ᕫ⤌⧊化ἲを用いた⣽⬊増Ṫไᚚ

機⬟を᭷する་⒪デバイスの開発 
ᾏ㐨大学電子科学

研究所 大ᡭ業の子会♫ プラࢨᾏ

㐨 

մ ఏ⤫་学とバイ࣓࢜デカル技術に

よる⏕活改善㣗ရの開発 
見ᕤ業大学国際

流ࢭンター ベンチࣕー業 プラࢨᾏ

㐨 

յ ㉸㧗ឤᗘ・㉸ᚤ量大⭠がࢇデ᩿シス

テムの開発 
㝣ඛ端科学技術大

学㝔大学 ་⒪系୰ሀ業 プラࢨ▼川 

ն 
㉸㧗ゎീᗘ大型平面入ຊスࢼࣕ࢟の

開発と⏬ീ材料推定システムの応

用 

ி㒔大学大学㝔ᕤ学

研究科 大ᡭ業 プラࢨி㒔 

շ ㉸㧗⢭⣽大ᐜ量⏬ീのᏳ定・ダイࢼ

ミック表示総合システムの開発 
ி㒔大学大学㝔ᕤ学

研究科 ベンチࣕー業 プラࢨி㒔 

ո 
パラレル・ࢼノライテングシステ

ムの開発とࢼノデバイスの成の

応用 

⚄ᡞ大学大学㝔ᕤ学

研究科 
ベンチࣕー業 
大ᡭ業 プラࢨி㒔 

չ ⣽⳦ឤᰁ㜵Ṇを実現する界面⼥和型

経⓶デバイスの開発 

国立ᚠ⎔ჾࢭンタ

ー 
ᮾிᕤ業大学 

ベンチࣕー業 プラࢨ大㜰 

պ 㛫ⴥ系ᖿ⣽⬊のᏳ性ุ定ἲとࡑれ

を用いた⣽⬊⒪ἲの事業化 
ᗈᓥ大学大学㝔་ṑ

⸆学総合研究科 大ᡭ業の関係会♫ プラࢨᗈᓥ 

 調査は平成 23 年 9 月から 11 月にかけて研究者が分ᢸしてインタビࣗーした。 
 
㸲㸬調査の結果の分析と考ᐹ 
 インタビࣗー調査にᇶ࡙いてࠊ▱見の㞟⣙と考ᐹを行った。 
（㸯）事のイノベーション・タイプ 
ಶࠎの事は開発ࠊ事業化の┠ᶆ➼からࠊᕷሙ造型とᕷሙ㧗ᗘ化型に分けࠊさらに事業化した業

のつᶍ（資本㔠）でࠊḟの 4 グループに⧳めた。 
ᕷሙ造型はこれまでに比較できるྠ✀のࢥンࢭプトの〇ရࡸ事業がなかったものࠊ㧗ᗘ化対応型は

これまでに存在した〇ရࡸ事業をより㧗ᗘなࢽーࢬに対応さࡏることによってࠊᕷሙでのᆅを୍定レ

ベル確ಖできたものである。ཧ考文献ࠝ原 09ࠞに示したイノベーションᡓ␎の分㢮ではࠊᕷሙ造型は

ᕷሙが見通ࡏないሙ合（ビジョン・ドࣜࣈン型ࢥࠊンࢭプト・ࢭッター型）がヱᙜしࠊ㧗ᗘ化対応型は

ᕷሙが見通ࡏるሙ合（デマンド・プル型ࠊテクノロジー・プッシࣗ型）が対応する。業は資本㔠が 1
൨以ୗを୰ᑠ業とした。 

 
 



― 472―

 4

  ᅗ表３   事のグループ化 

ᕷሙ造型 

ᕷሙ造㸨大ᡭ業 
スࢼࣕ࢟ 

 

ᕷሙ造㸨୰ᑠ業 
⿵ຓロ࣎ット 
⏕活改善㣗ရ 
ダイࢼミック表示 

㧗ᗘ化対応型 

㧗ᗘ化対応㸨大ᡭ業 
་⒪デバイス 
がࢇデ᩿ 
 ングノライテࢼ
⣽⬊⒪ἲ 

㧗ᗘ化対応㸨୰ᑠ業 
術୰ࢼビ 
経⓶デバイス 
 ングノライテࢼ
 

 大ᡭ業 ୰ᑠ業 
 
体としてࠊᕷሙࢽーࢬの㧗ᗘ化に対応する開発がከい。ᕷሙ造型にࡘいては୰ᑠ業の事がከ

い。 
（㸰）開発┠ᶆの㐩成状況とྛ要因の成ຌのᐤ与 
 タ問㡯┠はḟのとおり。 

¾ ┠ᶆタ定   㸸┠ᶆ・計⏬タ定の㐺ษさ 
¾ 大学の技術ຊ 㸸大学の技術ຊの㧗さ 
¾ 業の技術ຊ 㸸業の技術ຊの㧗さ 
¾ 研究体ไ   㸸研究体ไの㐺ษさ 
¾ 資㔠     㸸⫱成研究の資㔠・タഛの提౪ 
¾ ▱的㈈産   㸸▱的㈈産のᡓ␎性・確ಖ 
¾ ᕷሙ     㸸競合技術ࡸᕷሙの変化の対応 
¾ まとまり   㸸研究チームෆのࢥミࣗࢣࢽーションのⰋさ 
¾ ࣜーダーシップ㸸研究代表者のࣜーダーシップ 
¾ እ部ᨭ   㸸研究チームእからのᨭ 

 ୖグのタ問㡯┠に対して┠ᶆ㐩成にどの⛬ᗘࠊ影響があったかをインタビࣗーで⪺いた。ࡑのᅇ⟅を

ḟのように示した。 
A㸸㠀ᖖに大ࠊB㸸ࡸࡸ大ࠊC:㸸どࡕらともいえないࠊD㸸ࡸࡸᑠさいࠊE㸸ᑠさい 
㸫㸸ヱᙜしない 

 開発┠ᶆの㐩成の⛬ᗘにࡘいてはࠊᚋのၟရ化の実⦼を見て4ࠊ  。に分けて示したࡘ
 ࠊ㸸ၟရ化に対しては༑分ڹࠊ㸸ၟရ化を㐩成ۑࠊ㸸༑分にၟရ化を㐩成۔
�㸸結果としてはၟရ化には㐩成していない 

開発┠ᶆの㐩成状況とྛ要因のᐤ与の⛬ᗘはୗの表のとおり。 
 体として見るとࠊ「┠ᶆ・計⏬タ定の㐺ษさ」「研究チームෆのࢥミࣗࢣࢽーションのⰋさ」「研究

代表者のࣜーダーシップ」「研究チームእからのᨭ」は開発の成ຌに大きな影響を与えている。 
 ᕷሙ造型と㧗ᗘ化対応型ではࠊḟのような傾向の㐪いがある。 
㸨 㧗ᗘ化対応型では「大学の技術ຊの㧗さ」「業の技術ຊの㧗さ」は㔜要な成ຌ要因だがࠊᕷሙ

造型ではࠊ「大学の技術ຊの㧗さ」は必ずしも㔜要な要因ではない。 
㸨 ᕷሙ造型ではࠊ「競合技術ࡸᕷሙの変化の対応」はとࢇど㔜要性はないがࠊ㧗ᗘ化対応型ࠊ

≉に大業ではࠊ影響が少なくない。 
㸨 とくにᕷሙ造型で「▱的㈈産のᡓ␎性・確ಖ」にࡘいてࠊ成ຌの㈉献がపかったのはࠊたま

たまࠊ▱的㈈産ᶒにࡘいて産学の㛫でトラࣈル（たとえばᶒのᖐᒓのあり方ࠊฟ㢪すべき≉チ

のෆᐜに対する認識の㐪いなど）があったࢣースとࠊ事業としての成ຌ要因として▱的㈈産ᶒの
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確ಖが必ずしも㔜要と考えられなかったࢣースに分された。 
ᅗ表㸲  開発┠ᶆの㐩成に㈉献した要因 

 
ㄢ題 

㐩
成
ᗘ 

┠ᶆタ定

 

大
学
の
技

術
ຊ 


業
の
技

術
ຊ 

体
ไ 

資
㔠 

▱
的
㈈
産 

ᕷ
ሙ 

ま
と
ま
り 

ࣜ
䤀
ダ
䤀 

እ部ᨭ

 

ᕷ
ሙ

造

型 

୰
ᑠ


業 

⿵ຓロ࣎ット ڹ A B B C C C C A B A
⏕活改善㣗ရ ۔ B A B B A C C A A A
㺞㺼㺐㺣㺮㺍㺖表示 ۑ A C B B C C C A A B

大 スڹ ࢼࣕ࢟ A C B B B C E E C B

㧗
ᗘ
化
対
応
型 

୰
ᑠ


業 

術୰ࢼビ ۔ A A A A A C 㸫 A A A
経⓶デバイス ۔ A A B A A A C A A B
㺣㺧㺵㺐㺡㺆㺻㺖㺼  ۑ A A A B B B E A A B

大
ᡭ

業 

⣽⬊⒪ἲ ۔ A A A A A A A A A A
་⒪デバイス ۔ B A A B B D B A A A
がࢇデ᩿ ۔ A A A B C B A B B B
㺣㺧㺵㺐㺡㺆㺻㺖㺼(ఫ⢭) ۑ A A A B B B E A A B

 
（３）ၟရ化とྛ要因のᐤ与の⛬ᗘ 
 ၟရ化の㞟⣙・分析にᙜってはࠊ開発段階での要因に加えてࠊ資㔠を業ෆとእ部に分けࢥࠊストを

加えた。 
ᅗ表㸳  ၟရ化の㐩成に㈉献した要因 

  

ㄢ題 

成ຌ

 

┠ᶆタ定

 

大
学
の
技
術
ຊ 


業
の
技
術
ຊ 

体
ไ 

業資㔠

 

እ
部
資
㔠 

▱
的
㈈
産 

ᕷ
ሙ 

ࢥ
ス
ト 

ま
と
ま
り 

ࣜ
䤀
ダ
䤀 

እ部ᨭ

 

ᕷ
ሙ

造

型 

୰
ᑠ


業

⿵ຓロ࣎ット �             
⏕活改善㣗ရ ۑ A B B D D B C E E B A B
㺞㺼㺐㺣㺮㺍㺖表示 ۑ A C B B C C C C 㸫 A 㸫 B

大 スࢼࣕ࢟ �             

㧗
ᗘ
化
対
応
型 

୰
ᑠ


業

術୰ࢼビ ۼ A A C C A 㸫 㸫 A C C A A
経⓶デバイス ۔ A A B A D B E 㸫 D 㸫 㸫 㸫

㺣㺧㺵㺐㺡㺆㺻㺖㺼  ۔ C 㸫 A A C C C C C C 㸫 㸫

大
ᡭ

業 

⣽⬊⒪ἲ ۔ A A A A C A A A C A A A
་⒪デバイス ۼ B  B B E 㸫 D B E B 㸫 B
がࢇデ᩿ ۼ A A A B B 㸫 A A A 㸫 㸫 A
㺣㺧㺵㺐㺡㺆㺻㺖㺼 ۔ A 㸫 A A B E B C C A 㸫 C

 
ᕷሙ造型は 4 ௳୰ 2 ௳がୖࡆに成ຌしていない。ダイࢼミック表示（アマテラス）もၟရ化の成

ຌの⛬ᗘも㧗くはない。開発は成ຌであってもୖࡆをୖࡆてないものはࠊ事業化を┠ᶆとする「⫱成

研究」のど点ではࠊ開発の┠ᶆタ定が㐺ษであったと見なࡏる。ᕷሙ造型の方が┠ᶆタ定が㞴しい

ことを示している。ᙜึࠊ定していたᕷሙࢽーࢬに対してࢥスト的に対応できていない（⿵ຓロ࣎ッ

ト）ࠊᕷሙが㝈定的で発展性がஈしい（ダイࢼミック表示ࠊスࢼࣕ࢟）などၟࠊရ化のイ࣓ージに↓⌮
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があったと見られる。ただしࢥࠊンࢭプトはࣘࢽークなのでࠊまったく新しい分野でᕷሙが開けるྍ⬟

性もある。 
これに対して㧗ᗘ化対応型では6ࠊ ௳୰ 6 ௳がୖࡆを㐩成しておりࠊ事業としての成ຌの⛬ᗘが㧗

いㄢ題もከい。ከくのࢣースで業ഃがᕷሙをかなりⰋく▱っているとᛮわれࠊᕷሙの変化ࡸ競合〇ရ

 。の対応が実質的には㔜要な成ຌ要因であったと考えられる
体としてはࠊ「┠ᶆ・計⏬タ定の㐺ษさ」が㔜要。「研究チームのࣜーダー」も㔜要だがࠊከくのࢣ

ースではࠊ⫱成研究⤊ᚋは産学ඹྠではなく業༢⊂で研究開発を㐍めたためၟࠊရ化にᙜって研究

代表者が┤᥋関与してないࢣースがከかった（㸫༳はࡑれを示している）。ࢥストにࡘいて成ຌ要因の

ホ౯が体にపいのはࠊከくのࢣースでࢥストがၟရ化の㞀ᐖとなったことをពしている。がࢇデ᩿

ではࠊ開発ᙜึからࢥストの┠ᶆを明確にして成ຌした事である。እ部資㔠に関してはࠊ大業では

業ഃにၟရ化資㔠の調㐩にとくに問題がなかったためࠊ㔜要な要⣲としてはୖがってこなかったと見

られる。 
 

㸳㸬まとめ 
 調査した事が少ないのでࠊ明確な結論はᘬきฟࡏないがࠊḟのことを指摘することができる。 
ձ ၟရ化を┠指す技術開発プロジ࢙クトにおいてはࠊ㐺ษな開発┠ᶆを立てることࠊ研究開発ࣜー

ダーがしっかりしていることࠊチームのまとまりがⰋいことが㔜要な要因である。 
ղ ᕷሙの㧗ᗘ化に対応するタイプのၟရ化は新しいᕷሙをりฟすタイプのၟရ化よりはるかに

成ຌ⋡が㧗くၟࠊရ化のつᶍも大きい傾向がある。事からも明らかなようにࠊ新しいᕷሙを

りฟすタイプのၟရ化においてはࠊᕷሙの情報が༑分ではなく㢳ᐈターࢤットࡸ౯᱁面で㐺ษな

┠ᶆタ定がᅔ㞴だったと見られる。これに対してᕷሙの㧗ᗘ化に対応するタイプのၟရ化はၟရ

化する業ഃがᕷሙࢽーࢬを⇍▱していて的確にၟရࢥンࢭプトをỴめることができたと見ら

れる。ᕷሙࢽーࢬが読めるሙ合と読めないሙ合の㐪いには༑分に気をࡘける必要がある。 
 

 本研究においてはࠊ事業化を┠指した産学連ᦠ型の技術開発においてはࠊ産と学の௰的ᙺを果た

すࢥーデࢿータのᙺにࡘいての分析も行っている。ࢥーデࢿータにࡘいては本学術大会で別㏵ࠊ

報告する（ㅮ₇␒号㸰'���  。（「௳ータの᮲ࢿーデࢥඃれた産学連ᦠのࠕ
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